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31001 自動車運送事業

本市域及びその周辺地域にわたり、バスによる交通
の便益を提供している。
・市民や利用者の方々に安心してご利用いただける
移動手段として、バスによる安全で快適で便利で環
境にやさしい輸送サービスの提供を行っている。

1 ソ b生活水準確保 10その他 Ａ－３
A-1
A-4

1101
1105
1106
1201
1202
1208
1209
2102
2103
2104
2105
2201
2501
2502
3101
3102
3103
3104
3105
3106
4101
4102
4103
4104
4105
4106
4107
4108
4201
4301
4401

ア.短期 e市（要改善） ○ ○ ○ ― ― 12,879,780 202.0 851.0 1,053.0 交通局

26032 民間老朽住宅建替支援事業

老朽化した住宅等の建替えを促進するため、建替建
設費補助や従前居住者に対する家賃補助などを行
う。なかでも「特に優先的な取り組みが必要な密集住
宅市街地（約1,300ha）」においては、重点的な取り組
みを行う。

1 ア・シ b生活水準確保 1法令規定 Ａ－２
Ａ-1
Ａ-2
Ａ-4

2101 ウ.拡充
f市（事業規模拡
大）

○ ○ ○ ○ ― 515,226 6.0 6.0 都市整備局

11017
大阪市企業・大学等立地促進助
成制度を活用した企業誘致事業

環境、IT、ロボット技術など本市が定める重点産業分
野の育成・振興等を図り、大阪経済の活性化、都市
再生に資するため、重点産業分野の事業所を市内
に建設して開設する場合に、建設等にかかる経費の
一部を助成するもの。他に、先端産業本社の立地・
拡充への建物賃借料の一部を助成する「本社特例」
あり。なお、大学等誘致については計画調整局が所
管。

1 ア f魅力を高める 4直接執行 C-1
A-1
A-4

3301 ア.短期
f市（事業規模拡
大）

○ ― ○ ○ ― 493,688 1.8 1.8 政策企画室

34039 大阪市奨学費
　教育の機会均等を図るため、経済的な理由により
高等学校又は高等専門学校への修学が困難な生徒
に対して奨学費を支給する。

1 カ d生活安定支援 3公権力行使 Ｃ－１ Ｂ ア.短期
f市（事業規模拡
大）

○ ― ― ― ― 476,478 1.4 0.5 0.2 2.1 0.2 教育委員会事務局

34110 中学校昼食事業

　子どもの食生活について、学校・家庭・地域が連携
して次代を担う児童・生徒の食に関する理解を深め、
望ましい食習慣が身につけられるよう、小学校段階
からすべての教育活動における食に関する指導の
充実を図る。また、家庭からの弁当持参について、
持参率の一層の向上・内容の充実など、保護者への
支援を行う。
　衛生面、安全面、栄養価に配慮した昼食を校内で
提供する昼食提供事業を、家庭弁当を持参しない場
合に選択しやすくなるよう、さらに提供内容の工夫や
利用方法の改善を図る。

1 カ・ス hその他 9指導・監督 Ａ－１
Ａ-１
Ａ-３

2203
2204 ウ.拡充

f市（事業規模拡
大）

○ ― ○ ― ○ 167,667 6.4 6.4 教育委員会事務局

23024
中小企業従業員福利厚生等支
援事業

中小企業が単独で用意することが難しい各種の福利
厚生サービスを提供や、優良従業員表彰を実施する
など、中小企業における人材の確保・定着を図る。

1 ア・セ
eサービスの確
保

9指導・監督 Ａ－２ E イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ○ ― 91,598 1.1 1.1 経済局
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　　　　　　　(相談、申請受付等)

事務事業
の分類

(経営方針番号)

ウ－１　社会経済情勢の変化等に照らしてニーズとの整合性の再検証が必要なもの 〔１６件　１４,７４５,１０６千円〕

32



年
度

無
し

直
　
　
営

出
資
団
体
委
託

民
間
委
託

補
助
金
支
出

そ
の
他

１号 ２号 ３号
そ
の
他

計
再任用･
非常勤

事業の
対象者

(該当するも
の3つまで)

市が関与する
必要性

実施主体の妥
当性

市民
協働

21年度 従事職員数(21.5.1)

自己事業仕分け
の判定

終了

21年度予算
（単位：千円）

見直し
計画

運営方法
（該当に○）

所属名
事務
事業
番号

事務事業内容

事務事業名

　(新)　→　21年度からの事業
　(区)　→　各区での実施事業
　　　　　　　(相談、申請受付等)

事務事業
の分類

(経営方針番号)

25073 共同利用施設維持管理
　大阪国際空港の着陸航路下地域における騒音障
害の緩和策として、住民の保育、学習、休養等を目
的に整備された共同利用施設の運営を行う。

1 シ a法律義務 4直接執行 Ｃ－１ C ア.短期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ○ 37,700 0.3 1.0 0.4 0.0 1.7 0.0 環境局

33005 助産師学院
　助産師として必要な知識、技能及び教養を修得さ
せている。

1 セ b生活水準確保 5危機管理 Ｃ－１ A-1
1103
2101 ウ.拡充 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 27,205 1.0 5.0 6.0 病院局

25054 環境保全設備資金融資事業

　公害防止設備や低公害車の導入、アスベスト除去
工事等を実施しようとする中小企業者を対象に、本
市が融資金にかかる利子補給を行うことにより、環
境保全対策に取り組む中小事業者の経済的な負担
を軽減し、都市環境の改善・向上をめざす。

1 ア b生活水準確保 4直接執行 Ｃ－１ Ｆ イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ○ ― 22,611 0.2 0.2 環境局

21005 ブックスタート事業

　各区保健福祉センターにおける３か月児健康診査
時において、参加者親子に絵本を1冊手渡すととも
に、図書館司書や地域のブックスタートボランティア
が読み聞かせの指導を行う。

1 オス b生活水準確保 8市民活動支援 Ａ－２ A－1 1199 ア.短期 e市（要改善） ○ ― ― ― ○ 16,210 0.1 0.1 0.2 こども青少年局

24019 市場ブランドＰＲ事業

生鮮食料品流通において重要な役割を担っている大
阪市中央卸売市場について、市民や消費者の理解
と知識を広め、市場の重要性を広く認識してもらうと
共に、市民生活の重要な役割を担っている中央卸売
市場を身近に感じてもらうため、大阪市中央卸売市
場のイメージアップとなる市場ブランドＰＲ事業を行
う。

1 ソ f魅力を高める 4直接執行 Ｃ－１ A-1 2201 ウ.拡充
f市（事業規模拡
大）

○ ― ○ ― ― 7,145 1.1 1.1 中央卸売市場

24018
市場体験ツアー、職業体験の実
施、出張料理教室など食育への
取組み

市民をはじめとする多くの方々に市場の役割・機能
を理解してもらい、市場に親しみを持ってもらうため、
市場体験ツアーの実施や高校生の職業体験、小学
校へ出向いての出張料理教室などの事業を行う。ま
た、国民運動として推進されている「食育」について、
食の流通拠点である卸売市場の取組みとして、業界
関係者並びに消費者に対する普及啓発活動を行う。

1 カ・セ f魅力を高める 4直接執行 Ｃ－１ A-1 1101 ア.短期 d市（民活拡大等） ○ ― ○ ― ― 4,492 0.8 0.8 中央卸売市場

19055
総合的な駐車施策の検討に関す
る調査

平成18年6月に改正『道路交通法』の施行に伴う違
法駐車の取締りの強化がなされ、路上駐車が大きく
減少し、また、自動二輪車駐車問題が社会問題とな
り、対応が求められるようになるなど、駐車問題を取
り巻く状況は大きく変化していることから、将来的な
自動車交通需要予測を踏まえた総合的な駐車施策
の具体的な対策を模索し、その実施方法について検
討調査を行う。

1 ソ
c生命財産を守
る

2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4
C

2299 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ○ 4,000 0.37 0.37 計画調整局

34033 学校適正配置関係業務
　学校の小規模化に伴う諸課題を解決するために、
地域住民の理解、協力を得ながら学校の配置の適
正化を図る。

1 カ・ス a法律義務 2企画立案 Ａ－１
Ａ-１
Ｂ

3205 ウ.拡充
f市（事業規模拡
大）

○ ― ― ― ― 1,026 2.5 2.5 教育委員会事務局

24017 市場流通セミナー
仲卸業者等の機能強化、活性化を目的に、専門講
師を招いてのセミナーを実施する。

1 エ・ス hその他 4直接執行 Ｃ－１ A-1 3103 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ○ 280 0.6 0.6 中央卸売市場

28023 エコポート事業の推進

北港地区は、大阪港の最西端に位置し、海からの眺
望や潤いのある海岸線の復活などが望まれている。
また、舞洲緑道の人工磯の延長線上にもあり、大阪
湾一帯を緑のネットワークで結び、パブリックアクセ
ス背後に自然環境と調和した、潤いとアメニティ豊か
な海浜を整備する。（平成19年度に事業再評価を受
け継続実施する方向性であるが、厳しい財政状況か
ら市政改革方針により平成17年度から事業休止して
いる）

35 0 ソ f魅力を高める 10その他 Ｃ－１ Ｅ イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 港湾局
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